中小企業退職金共済契約による場合のモデル退職金規程

※この規程は中退共制度を利用した場合のモデル退職金規程です。

実際のご利用は実態に合わせ、修正・補足のうえご利用下さい。

※この退職金規程のご利用等、あらたに退職金規程を定める場合は

就業規則本則の条文変更についてもお忘れなく行って下さい。

※中小企業退職金共済制度については、勤労者退職金共済機構・中

小企業退職金共済事業本部が行う「中小企業退職金共済法」に

基づき定められ、中小企業事業主が機構・中退共本部と退職金

共済契約を結び、毎月掛け金を納付することにより、従業員が

退職した際に、中小企業事業主に代わって掛け金月額と納付月

数に応じて機構・中退共本部が退職金を支払う制度です。　　

※ダウンロード利用による、作成相談等幣事務所は行っておりま

せんので予めご了承下さい。

（会社名）　　　　　　　　　　　　　　　

（前　文）

　この規程は、就業規則第　条（以下、「本則」という。）に定める従業員に支払う退職金について規定する。この規程に定めのないものについては、中小企業退職金共済法、退職金共済契約、その他の法令、規則等による。

（退職金）

第１条　次条に定める従業員が退職し、又は解雇されたときは、この章に定めるところに

より退職金を支給する。

　②　　前項の退職金の支給は、会社が従業員ごとに勤労者退職金共済機構・中小企業退

職金共済事業本部（以下「機構・中退共本部」という。）との間に退職金共済契約を

締結することによって行うものとする。

（退職金共済契約の適用範囲）

第２条　以下の者を除き、従業員全員について機構・中退共本部と退職金共済契約を締結

する。

　　１．本則第　　条に定める試用期間中の者（試用期間を経過し、本採用となった月か

　　　　から、退職金共済契約を締結する。）

　　２．２ヶ月以内の所定の期間を定めて雇用されている者（ただし、所定の期間を超え

　　　　て雇用される者については当該期間を超えることとなった日の属する月から、退

職金共済契約を締結する。）

　　３．本則第　　条に定める休職期間中の者（ただし、本則第　　条に定める復職を行

った　月から退職金共済契約を締結する。）

　　４．１号から全号を含め、退職金共済契約を締結する月において、本則第　　条に定

める　定年年齢までの期間が極めて短く、退職が明らかな者。

（掛金月額）

第３条　退職金共済契約は、従業員ごとに、その基本給の額に応じ以下に定める掛金月額

　　　によって締結し、毎年　月に掛金を調整する。ただし、会社は被共済者たる従業員

　　　の同意又は現在の掛金月額を継続することが著しく困難であると厚生労働大臣が認
　　　めた場合を除き減額は行わない。

	基本給月額
	掛金月数

	　　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　
	円


　②　　前項の定めにかかわらず、パートタイマーについては以下のとおりとする。（前項

　　　ただし書については同様とする。）

	　　　　　基本給月額
	掛金月数

	　　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　万円未満
	円

	万円以上　　　
	円


（退職金の額）

第４条　退職金の額は、掛金月額と掛金納付月数に応じ中小企業退職金共済法に定められ

　　　た額とする。

　②　　従業員が本則第　　条により、懲戒解雇された場合は、会社は機構・中退共本部

　　　に退職金の減額を申出ることがある。

（退職金共済手帳の交付）

第5条 会社は従業員が退職し、又は解雇されたときは、本人（死亡のときはその遺族）

に退職金共済手帳を　遅滞なく交付する。

（退職金の支給）

第６条　退職金は従業員（死亡のときはその遺族）に交付する退職金共済手帳により、機

　　　構・中退共本部から支給を受けるものとする。

附　則

１．この規則は、平成　　年　　月　　日より施行する。

２．この規則を改廃する場合には、従業員代表の意見を聴いて行う。
PAGE  
2

